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地方都市では自動車依存度が高く，日常的な移動による身体活動が不足することが指摘されている．こ

のため，日常的な運動に加えて，自転車・徒歩での移動による健康活動促進が提唱されている．本研究で

は，地方都市における日常的な生活時間に応じた健康活動の促進に関わる要因を特定することを目的とす

る．そのため，地方都市の居住者を対象としたWebアンケート調査を実施して，生活習慣，生活時間，ス

トレスの現状および交通手段転換意向を把握する．個々の身体活動量を計測するとともに，一般化線形モ

デルを適用して身体活動量に関わる要因を特定する．さらに，日常的な身体活動が十分でない自動車通勤

者を対象とし，生活時間の制約を考慮して，自転車・徒歩利用を促進する要因を特定する． 
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1. はじめに 

 

自動車依存度の高い地域では，徒歩および自転車での

移動による身体活動量が少なく，モータリゼーションの

進展が，生活習慣病増加の一因として考えられている1)．

徒歩あるいは自転車でアクセス可能と認識している範囲

内の移動にも，自動車が利用される実態が報告されてい

る2)．このような，過度な自動車利用の抑制が課題とし

て挙げられる．しかしながら，地方都市圏では公共交通

機関などのサービス水準が低く，公共交通機関への交通

手段転換は実現が容易ではない． 

欧州では今世紀初頭より，健康増進の観点から，徒

歩・自転車への転換の促進が着目されてきた3)．交通手

段転換促進においては，健康に関する動機付けが意思決

定に影響することが示されている4)．自動車利用の外部

費用，安全性だけでなく健康効果も考慮して，自転車

道・歩道整備における費用便益分析も行われている5)．

また，これらの論文のレビューに基づいて，健康面を考

慮した交通計画へのアプローチ方法も提案されている6)．

さらに，徒歩・自転車利用による健康効果の量的な把握

のための指針も提案されている7)．最近の研究では，自

転車利用に関して，促進要因としては利便性が，阻害要

因としては外的制約が重要であること示されている8)．

また，自転車利用習慣の有無により重要視される心理的

要因が異なることが明らかにされている． 

我が国でも「健康意識」に働きかけるモビリティマネ

ジメント（MM）が試行され9), 10)，交通渋滞，環境など

の問題意識の低い被験者に対しても効果が示されている．

また，自動車依存度の高い地域での自動車利用抑制に有

効である可能性が見いだされている11),12)． 

一方，行動科学の分野では「トランスセオレティカ

ル・モデル」13)と呼ばれる行動変容を統合的に説明する

概念モデルについて研究が進められており，行動主体の

準備状態に対応した支援の在り方が示され，健康保持を

目指した運動を促すために適用されている14)．このよう

に，健康的活動を促進するためには，個々の生活時間を

把握した上で，その状況に応じた適切な支援が必要とな

ると考えられる． 

 そこで本研究では，地方都市における日常的な生活時

間に応じた適切な健康活動支援策を見出すために，健康

活動の促進に関わる要因を特定することを目的とする．

そのため，地方都市の居住者を対象とした Web アンケ

ートによる健康活動調査を実施して，生活習慣，生活時

間，ストレスの現状および交通手段転換意向を把握する．

また，個々の身体活動量を計測するとともに，一般化線

形モデルを適用して身体活動量に関わる要因を特定する．

さらに，日常的な身体活動が十分でない自動車通勤者を

対象として，個人の生活時間の制約を考慮して，健康の

ために自動車利用を控えて自転車・徒歩利用を促進する

要因を特定する． 
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2. 健康活動に関わる実態と意向の把握 

 

 本章では，地方都市の居住者を対象として，Webアン

ケート調査を実施し，健康活動の実態と意向を把握する． 

 

(1) 健康活動調査の概要 

本研究では，生活習慣および健康活動の実態と，健康

のための生活習慣改善に関する意向を把握するために，

Webアンケート調査を実施した．全体調査（第1回調査）

および自動車通勤者調査（第2回調査）での調査項目を

表-1に示す．全体調査では，調査対象を徳島県居住者と

し，個人属性，外出行動，日常運動，健康意識などに関

して質問を構成した．一方，自動車通勤者調査では，初

回調査の回答サンプルにおける自動車通勤者に限定した．

同一の被験者を調査対象とし，生活習慣，生活満足度，

最近の外出行動，最近の運動，行動意向などに関して質

問を構成した．全体調査は2015年11月に実施し，500サ

ンプルを収集した．また，自動車通勤者調査は2016年1

月に実施し，249サンプルを収集した．これらのサンプ

ルを対象として，健康活動に関する分析を行っていく． 

 

(2) 外出行動の現状把握 

日常生活における外出行動の現状を把握する．外出時

における徒歩移動時間の現状を把握するために，日単位

での徒歩移動時間について10分単位に区分して，ヒスト

グラムを図-1に示す．平均値17.3分，最大値180分で，概

ね時間に応じて逓減する分布形状となっている．徒歩移

動時間が10分以内のサンプルが60%であり，徒歩での外

出のない割合は25%となっている．したがって，徒歩移

動時間に関わる要因をとらえるためには，徒歩での外出

の有無および移動時間分布について，それぞれに区分し

て分析する必要があると考えられる． 

つぎに，自転車移動時間の現状を把握するために，日

単位での自転車移動時間について10分単位に区分して，

ヒストグラムを図-2に示す．平均値11.4分，最大値300分

で，10分以内が突出する分布形状となっている．自転車

移動時間が10分以内のサンプルが68%であり，自転車で

の外出のない割合は62%となっている．したがって，自

転車移動時間に関しても，その要因をとらえるためには，

自転車での外出の有無および移動時間分布について，そ

れぞれに区分して分析する必要があると考えられる． 

 

(3) 日常的運動の現状把握 

日常的な運動の現状を把握する．日常的な運動に関し

て，複数選択を許容した回答についてみてみると，散歩

36%，ジョギング11%，サイクリング7%であり，日常的

運動のない割合は40%となっている． 

表-1  調査項目 

 

 

図-1  徒歩移動時間の分布 

 

つぎに，日常的運動のないサンプルを除外して，週単

位での運動時間について50分単位に区分して，ヒストグ

ラムを図-3に示す．平均値117分，最大値2000分で，概

ね時間に応じて逓減する分布形状となっている．運動者

について，運動時間が50分以内のサンプルが24%である． 

 

(4) 健康意識の現状把握 

自動車利用から徒歩，自転車およびそれらを端末手段

に含む公共交通などの交通手段への転換は，日常生活に

おける身体活動の増進ととらえることができる． 
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図-2  自転車移動時間の分布 

 

図-3  日常的な運動時間の分布 

 

これまでに，いくつかの既往研究において，自動車利

用抑制のためには，交通行動者の健康意識が重要な要因

となることが提示されている2)．したがって，本研究で

は健康意識を交通手段選択の要因としても検討すること

とする． 

健康意識の現状に関する回答割合を図-4に示す．「健

康への関心」については，肯定的な回答の割合が高く，

「健康面の不安」「生活習慣改善意向」「積極的運動意

向」の順に割合は減少する．健康への関心はあっても，

生活習慣の改善および運動につながっていない被験者が

存在することがわかる． 

 

 

3. 身体活動量に関わる要因分析 

 

 本章では，個々の身体活動量を計測するとともに，一

般化線形モデルを適用して身体活動量に関わる要因を特

定する． 

 

図-4  健康および運動に関する意向 

 

(1) 身体活動量に関わる要因の分析方法 

日常生活における身体活動を計測するために，身体活

動量を取り上げる．身体活動量(エクササイズ：Ex)は，

身体活動の強さ(メッツ：Mets)に身体活動の実施時間(時)

を乗じた指標である．メッツは，身体活動の強さを安静

時の何倍に相当するかで表され，普通歩行は3 Mets，自

転車は4 Metsに相当すると定められている15)． 

身体活動量分布に影響する要因を特定するために，一

般化線形モデルであるワイブル回帰モデルを適用する．

このとき，身体活動量 tの確率密度分布 f (t)にワイブル分

布を仮定して，式(1)のように表現する． 

 f(t)=p(t) p-1exp{-(t) p }   (1) 

 ここで各種要因kの説明変数xkにより，身体活動量tの

期待値は，式(2)のように記述できるとする． 

=exp{k xk}   (2) 

最尤推定法により，係数パラメータkと形状パラメー

タ pを推定することが可能である．  

 

(2) 運動による身体活動量分布モデルの推定 

ここで日常的な運動による身体活動量に着目する．運

動による身体活動量は，散歩は 3 Mets，他の運動は

4Metsとして，週間運動時間(分)を乗じて算出している．

したがって，運動による身体活動量分布は，運動時間の

分布と同様な形状となる． 

ここで，全サンプルを対象に，運動による身体活動量

分布モデルのパラメータを推定する．AIC を基準として

説明変数を取捨選択した結果として，最終的に得られた

日常的運動による身体活動量モデルのパラメータ推定結

果を表-2に示す．すべての説明要因の係数パラメータお

よび形状パラメータが統計的に有意となっている． 

推定結果より，徒歩通勤者，自転車での買物行動者，

女性では，係数パラメータが負であり，運動による身体

活動量が少なくなる傾向がみられる．運動種類では，球

技，散歩，その他，ジョギング，サイクリングの順に身

体活動量が高い傾向がみられる．散歩は活動強度は低い

が，活動時間が長く継続できることが考えられる． 
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表-2  運動による身体活動量分布モデル 

 
 

積極的運動意識との関連については，統計的に有意な

関係があった．したがって，運動意識を啓発することが

身体活動の促進につながることが検証された．また，友

人の運動が有意となっており，親しい他者の身体活動が

影響することが示された． 

 

4.  おわりに 

 

本研究では，地方都市における日常的な健康活動の促

進に関わる要因を特定した．本研究の成果は，以下のよ

うに整理できる． 

[1] 地方都市の居住者を対象とした Web アンケートによ

る健康活動調査を実施して，生活習慣，生活時間，

ストレスの現状および交通手段転換意向を把握した．  

[2] 個々の運動による身体活動量を計測するとともに，

ワイブル回帰モデルを適用して，日常的運動による

身体活動量に関わる要因を特定した．  

また，今後の課題としては，自動車通勤者を対象とし，

生活時間の制約を考慮して，自転車・徒歩利用を促進す

る要因を特定することが挙げられる． 
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ANALYSIS FOR PROMOTION OF ACTIVITY FOR HEALTH CONSIDERING 
WITH TIME OF LIFE IN LOCAL CITY 

 
Masashi OKUSHIMA 

説明要因 推定値 t値
定数項 -3.569 -11.23

⼥性 -0.630 -2.17

40歳代 0.992 3.14

60歳代 0.913 2.34

通勤通学なし 3.516 2.81

徒歩通勤 -1.423 -2.11

⾃転⾞買物 -0.921 -2.02

散歩 2.831 9.04

ジョギング 2.215 5.02

サイクリング 1.207 2.36

球技 3.082 7.16

その他の運動 2.386 5.43

友⼈の運動 0.847 2.05

積極的運動意識あり 0.980 3.24

積極的運動意識⾼い 1.801 1.99

形状パラメータp 2.881 31.48
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